


 

 
 



 

 

はじめに 
 

少子高齢化が加速する今日、本町の出生数も減少傾向にあり、核

家族化が進んでいます。 

また、地域のつながりの希薄化、家庭や地域の「子育て力・教育力」

の低下が懸念される中、虐待やいじめ、不登校といった子どもを取り巻く

深刻な課題が全国的に顕在化しています。 

このような中、平成 24 年８月に制定された子ども・子育て関連３法

に基づきスタートした子ども・子育て支援新制度では、市町村の権限と

責任が大幅に強化され、幼児期の教育・保育事業及び、地域子ども子

育て支援事業の量の見込みや確保方策を定める「子ども・子育て支援

事業計画」の策定が「子ども・子育て支援法」において義務づけられまし

た。 

本町では、平成 27 年３月に「第１期三種町子ども・子育て支援事

業計画」を策定し、子育て環境の充実に努めております。 

次の社会を担う子ども一人ひとりが人間性を育み、社会へ参加・参画

する「主体」となるよう、この度「第２期三種町子ども・子育て支援事業

計画」を策定し、子どもたちに関わるすべての関係者が一体となって、子

どもの健やかな成長を支援するため、本計画を推進してまいりますので、

御協力をお願い申し上げます。 

最後に、この計画の策定にあたり御尽力いただきました、「三種町子ど

も・子育て会議」の皆様をはじめ、子育て支援事業に関するニーズ調査

などに御協力いただきました町民の皆様に心から御礼申し上げます。 
 

令和２年３月 
 

三種町長 田川 政幸 
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第１章 計画の策定にあたって 

１．計画の趣旨 

（１）計画の策定にあたって 

本町では、平成 27 年３月に「三種町子ども・子育て支援事業計画」を策定し、幼稚園や保育園などの

教育・保育について必要な量を定めるとともに、就学前の子どもの一時預かりや地域子育て支援拠点事業

などの様々な子育て支援の事業についても提供体制を整備してきました。また、地域の実情に応じた質の高

い教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業が総合的かつ効率的に提供されるよう、様々な施策を計画

的・総合的に推進してきました。 

しかしながら、核家族化や地域のつながりの希薄化、家庭や地域の「子育て力・教育力」の低下などの課

題は続いており、子どもや子育て家庭に対する支援の必要性は依然高く、子ども・子育て支援制度に基づく

幼児期の教育・保育、地域の子ども・子育て支援の充実や「子育て安心プラン」などに基づく保育の受け皿

確保が進められている状況となっています。 

今後は、幼児教育・保育の無償化、働き方改革など、子育てや暮らしのあり方が多様化していく中で、保

護者がどのように子育てしたいか、働きたいか、暮らしたいか、といった当事者の視点に立った子育て支援が重

要となります。 

このような状況を踏まえ、引き続き教育・保育の提供量に着目した視点を大切にするとともに、本町の子ど

もとその親が幸せに住み続けることができるよう、子育て支援の各事業を地域の協力のもと、計画的に子育て

支援を行っていくために、「第２期三種町子ども・子育て支援事業計画」を策定するものです。 
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（２）子ども・子育て支援をめぐる国の動向 
時期 取り組み 内容 

平成15年（2003年） 少子化社会対策基本法施行 少子化に対処するために講ずべき施策の基本となる

事項とその他の事項を規定 

平成17年（2005年） 次世代育成支援対策推進法施行 少子化の進行等を踏まえ、子どもの出生や育成にお

ける環境整備を図るための理念を定めるとともに、地

方公共団体及び事業主は、行動計画の策定等の

次世代育成支援対策を今後 10 年間において重点

的に推進 

平成18年（2006年） 新しい少子化対策について 「子ども・子育て応援プラン」の着実な推進に加え、妊

娠・出産から高校・大学生になるまで、子どもの成長

に応じた総合的な子育て支援策や働き方の改革、

社会の意識改革のための国民運動などを推進 

 「認定こども園」の制度創設 就学前の子どもに幼児教育・保育を提供する機能と

地域における子育て支援の機能をあわせ持った施設 

平成19年（2007年） 「放課後子どもプラン」の創設 文部科学省の「放課後子供教室推進事業」と厚生

労働省の「放課後児童健全育成事業」を一体的あ

るいは連携して実施 

 「子どもと家族を応援する日本」重点戦略 「仕事と生活の調和」、「就労と子育ての両立、家庭

における子育てを包括的に支援する枠組みの構築」

の２点を車の両輪として推進 

平成20年（2008年） 「新待機児童ゼロ作戦」 希望するすべての人が安心して子どもを預けて働くこ

とができる社会を目指して保育施策を質・量ともに充

実・強化 

平成22年（2010年） 「子ども・子育てビジョン」閣議決定 「子どもが主人公（チルドレン・ファースト）」、「少子

化対策から子ども・子育て支援へ」、「生活と仕事と

子育ての調和」という視点で、子どもと子育てを応援

する社会を目指す 

 子ども・子育て新システム検討会議設置 幼保一体化を含む新たな次世代育成支援のための

包括的・一元的なシステムの構築について検討を開

始 

 子ども・若者育成支援推進法施行 子ども・若者の健やかな育成、子ども・若者が社会生

活を円滑に営むことができるようにするため、総合的

な育成支援を推進 

平成24年（2012年） 子ども・子育て関連３法公布 「子ども・子育て支援法」「就学前の子どもに関する教

育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の

一部を改正する法律」「子ども・子育て支援法及び

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な

提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の

施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」の３

法の公布 

平成26年（2014年） 子どもの貧困対策の推進に関する法律施行 生まれ育った環境によって左右されず、貧困の状況に

ある子どもが健やかに育成される環境の整備と教育

機会の均等を図るための対策を総合的に推進 

 次世代育成支援対策推進法の一部改正の

公布 
法律の有効期限を2025（令和７）年３月31日

まで10年間の延長 

 「放課後子ども総合プラン」の策定 次代を担う人材を育成し、加えて共働き家庭が直面

する「小１の壁」を打破する観点から、放課後児童ク

ラブと放課後子ども教室の一体的な実施を中心に両

事業の計画的な整備を推進 
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時期 取り組み 内容 

平成27年（2015年） 子ども・子育て支援新制度の施行 子ども・子育て関連３法に基づく子ども・子育て支援

新制度の施行 

 子ども・子育て本部の設置 平成27年4月の子ども・子育て支援新制度の施行

にあわせて、内閣府に、内閣府特命担当大臣（少

子化対策）を本部長とし、少子化対策及び子ども・

子育て支援の企画立案・総合調整並びに少子化社

会対策大綱の推進や子ども・子育て支援新制度の

施行を行うための新たな組織である子ども・子育て本

部を設置 

平成28年（2016年） 子ども・子育て支援法の一部改正の施行 一億総活躍社会の実現に向けて、事業主拠出金制

度の拡充、事業所内保育業務を目的とする施設等

の設置者に対する助成及び援助を行う事業（仕

事・子育て両立支援事業）を創設 

 ニッポン一億総活躍プランの策定 「夢をつむぐ子育て支援」などの「新・三本の矢」の実

現を目的とする「一億総活躍社会」の実現に向けた

プランを策定するとともに、「希望出生率 1.8」の実現

に向けた 10年間のロードマップを示す 

 児童福祉法等の一部改正の公布 児童虐待について発生予防から自立支援まで一連

の対策のさらなる強化等を図るため、児童福祉法の

理念を明確化するとともに、母子健康包括支援セン

ターの全国展開、市町村及び児童相談所の体制の

強化などを定める 

平成29年（2017年） 「働き方改革実行計画」の策定 平成 28 年 9 月より、内閣総理大臣を議長とする

「働き方改革実現会議」が開催され、時間外労働の

上限規制のあり方など長時間労働の是正、同一労

働同一賃金の実現などによる非正規雇用の処遇改

善等をテーマに討議が行われ、平成 29 年３月に

「働き方改革実行計画」が取りまとめられる 

 「子育て安心プラン」の策定 令和２年度末までに待機児童を解消するとともに、

令和４年度末までの５年間で25～44歳の女性就

業率80％に対応できる約32万人分の保育の受け

皿を整備 

 「新しい経済政策パッケージ」閣議決定 消費税引き上げによる財源を活用し、待機児童対

策の前倒しや３～５歳の子どもの幼稚園、保育所、

認定こども園等の費用を無償化する方針を打ち出す 

平成30年（2018年） 「新・放課後子ども総合プラン」の策定 放課後児童クラブの待機児童の早期解消、放課後

児童クラブと放課後子供教室の一体的な実施の推

進等を盛り込んだ今後５年間の計画を策定 

令和元年（2019年） 子ども・子育て支援法の一部改正の施行 子育てを行う家庭の経済的負担の軽減を図るため、

３～５歳の子ども及び市町村民税非課税世帯の

０～２歳の保育の必要性がある子どもの幼稚園、

保育所、認定こども園等の利用者負担額を無償化 
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（３）子ども・子育て支援制度の概要 

①制度の目的と主な内容 

「子ども・子育て支援制度」では、子育ての孤立感と負担感の増加や深刻な待機児童問題、女性の社

会参画を支える支援の不足（M字カーブの解消）、地域の実情に応じた提供対策などとあわせて、子ども・

子育て支援の質と量の不足を解消するために、「質の高い幼児期の学校教育、保育の総合的な提供」、

「保育の量的拡大・確保、教育・保育の質的改善」、「地域の子ども・子育て支援の充実」の 3 つを柱として

掲げています。 
 

■質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供、幼児教育と保育を一体的に提供する「認定こど

も園」制度の改善・普及促進（「幼保連携型認定こども園」について設置手続きの簡素化、財政支援

の充実・強化） 

■保育の量的拡大・確保、教育・保育の質的改善、地域のニーズを踏まえた「子ども・子育て支援事業

計画」の策定、教育・保育に対する財政措置の充実（認定こども園・幼稚園・保育所（園）の給付

制度の統一、地域型保育事業の給付制度の創設） 

■地域の子ども・子育て支援の充実、子育てに対する多様な支援の充実（利用者支援事業の創設、

地域子育て支援拠点事業、放課後児童クラブなど既存の「地域子ども・子育て支援事業」の充実） 

 

子ども・子育て支援法では、保護者の申請を受けた市町村が客観的基準に基づき、保育の必要性を認

定した上で、給付を支給する仕組みとなっています。子ども・子育て支援制度は、「子どものための教育・保育

給付」と「地域子ども・子育て支援事業」の２つの枠組みから構成されます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

子どものための教育・保育給付 

地域子ども・子育て支援事業 

給
付
費 

認定こども園 

幼稚園 

保育所（園） 

小規模保育 

家庭的保育 

居宅訪問型保育 

事業所内保育 

施設型給付 地域型保育給付 

①利用者支援事業 

②地域子育て支援拠点事業 

③妊産婦健康診査 

④乳児家庭全戸訪問事業 

⑤養育支援訪問事業 

⑥子育て短期支援事業 

⑦ファミリー・サポート・センター事業 

⑧一時預かり事業 

⑨延長保育事業 

⑩病児・病後児保育事業 

⑪放課後児童クラブ 

⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業 

⑬多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

交
付
金 



 

5 

 

②保育の必要性の認定について 

保育の必要性の認定については、保育を必要とする事由、保護者の就労時間、その他に優先すべき事

情などを勘案して行います。 

認定区分は１号～３号の３区分となっており、区分によって利用できるサービス・事業が異なっています。 
 

【認定区分】 

認定区分とそれぞれの対象者、利用できる事業などは以下のようになります。 
認定区分 対象者 対象事業 

１号認定 
満３歳以上の学校教育のみの就学前の子ども 

（保育の必要性なし） 

幼稚園 

認定こども園（教育利用） 

２号認定 
満３歳以上の保育の必要性の認定を受けた就学前の子ども 

（保育を必要とする子ども） 

保育所（園） 

認定こども園（保育利用） 

３号認定 
満３歳未満の保育の必要性の認定を受けた就学前の子ども 

（保育を必要とする子ども） 

保育所（園） 

認定こども園（保育利用） 

小規模保育事業など 

 
 

【認定基準】 

保育の必要性については、保育を必要とする事由、保育を必要とする時間（保護者の就労時間）、そ

の他に優先すべき事情などにより、総合的に判断を行います。 

＜事由＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜保育時間＞ 
 
 
 
 
 
 
 

＜優先すべき事情＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

ο就労    ο妊娠・出産 

ο保護者の疾病・障害   ο同居親族等の介護・看護 

ο災害復旧   ο求職活動 

ο就学    ο虐待やＤＶのおそれがあること 

ο育児休業取得時に、すでに保育を利用していること 

οその他市町村が定める事由               ｅｔｃ． 

ο保育標準時間 

主にフルタイムの就労を想定した長時間利用 

ο保育短時間 

主にパートタイムの就労を想定した短時間利用 

οひとり親家庭 

ο生活保護世帯 

ο生計中心者の失業により、就労の必要性が高い場合 

ο虐待やＤＶのおそれがある場合など、社会的養護が必要な場合 

ο子どもが障害を有する場合 

ο育児休業明け 

ο兄弟姉妹（多胎児を含む）が同一の保育所等の利用を希望する場合 

ο小規模保育事業などの卒園児童 

οその他市町村が定める事由                ｅｔｃ． 
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③子どものための教育・保育給付 

幼児期の学校教育と、保育の必要性のある子どもへの保育について、幼稚園、保育所（園）、認定こど

も園、小規模保育等を利用した場合に給付対象となります。 

給付費が確実に子育て支援に使われるようにするため、保護者への直接的な給付ではなく、各施設等が

代理で給付を受け、保護者は施設等からサービスを受ける仕組みとなります。 

給付は「施設型給付」と「地域型保育給付」に分かれます。 
 

■施設型給付 

施設型給付の対象事業は、「認定こども園」、「幼稚園」、「認可保育所（園）」等の教育・保育施設と

なります。 
 

■地域型保育給付 

地域型保育給付の対象となる事業は、「小規模保育事業」「家庭的保育事業」「居宅訪問型保育事業」

「事業所内保育事業」となります。（新制度では、定員 19 人以下の保育事業を市町村による認可事業と

なる“地域型保育事業”とし、給付の対象としています。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

19人以下 

5人以下 

1人以上 

6人以上 

小規模保育 
 
事業主体 

：市町村、民間事業者等 

家庭的保育 
 
事業主体 

：市町村、民間事業者等 

保育者の居宅 
その他の場所、施設 

（右に該当する場所を除く） 

保育を必要とする 
子どもの居宅 

事業所の 
従業員の子ども 

＋ 
地域の保育を必要とする 
子ども（地域枠） 

保育の実施場所等 

居宅訪問型保育 
 
 
事業主体 

：市町村、民間事業者等 

事業所内保育 
 
 
 
事業主体 

：事業主 認

可

定

員 
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【子ども・子育て支援法（抜粋）】 
 
（市町村子ども・子育て支援事業計画） 
第61条 市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確
保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村子ども・子育て支援事業計画」という。）を定め
るものとする。 

 

２．計画の位置づけ 

本計画は、子ども・子育て支援法第61条に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」となります。 

町の基本方針に関する上位計画である「三種町総合計画」や福祉分野の上位計画である「三種町地域

福祉計画・地域福祉活動計画」、その他の諸計画など、子どもの福祉や教育に関する部分において他の計

画とも整合を図り、調和を保った計画の推進を図ります。 
 
 
 
 
 
 
 
 

【諸計画の関係】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３．計画の期間 

本計画は、令和２年度（2020年度）から令和６年度（2024年度）までの５年間とします。 

なお、計画期間中に法制度の変更や社会状況の変化等が生じた場合には、必要に応じて見直しを行う

こととします。 
 

令和２年度 
（2020年度） 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度 
（2022年度） 

令和５年度 
（2023年度） 

令和６年度 
（2024年度） 

令和７年度 
（2025年度） 

      

 
 
 
  

第2期計画 

進捗評価 進捗評価 進捗評価 進捗評価 

計画改訂 第3期計画 

 

 

子どもの貧困対策に関する整備計画 

子ども・子育て支援に関わる取り組み 

障がい者計画・障がい者福祉計画 

三種町総合計画後期基本計画 

子ども・子育て支援事業計画 

食育・地産地消推進計画 

男女共同参画計画 

県 

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画 

地域福祉計画・地域福祉活動計画 
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４．計画の策定方法 

（１）三種町子ども・子育て会議による協議 

子ども・子育て支援に関する幅広い協議を行うために、子どもの保護者、子ども・子育て支援に関する事

業に従事する者、教育関係者、関係行政機関等で構成する「三種町子ども・子育て会議」で計画内容の

検討を行いました。 
 

（２）三種町子ども・子育て支援事業計画策定委員会による協議 

行政内部での子ども・子育て支援に関する施策等の連携を図るために、副町長、関係各課、関係機関

の代表者で構成する「三種町子ども・子育て支援事業計画策定委員会」を設置し、計画内容の調整を行

いました。 
 

（３）ニーズ調査の実施 

就学前児童（の保護者）、小学生（の保護者）を対象に、子育てに関する生活実態やニーズの数値

化等の基礎データを把握するためにニーズ調査を実施しました。 
 
 



 

1 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

第２章 
子ども・子育てを取り巻く現状 



 

2 
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1,516人 1,449人 1,362人 1,334人 1,269人 1,216人 1,166人 1,096人 1,039人 989人

9,666人 9,273人 8,930人 8,608人 8,201人 7,863人 7,561人 7,265人 6,965人 6,658人

6,830人 6,919人 6,961人 7,039人 7,052人 6,930人 7,038人 6,972人 6,951人 6,784人

18,012人 17,641人 17,253人 16,981人 16,522人
16,009人 15,765人 15,333人 14,955人

14,431人

0人

2,000人

4,000人

6,000人

8,000人

10,000人

12,000人

14,000人

16,000人

18,000人

20,000人

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

0-14歳 15-64歳 65歳以上

実績値 推計値

第２章 子ども・子育てを取り巻く現状 

１．本町の概況 

（１）総人口及び将来人口の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：住民基本台帳、各年３月末現在 

推計はコーホート変化率法による 
 

総人口は減少傾向にあり、平成31年は16,522人となっています。年齢３区分別にみると、65歳以上

人口は増加傾向にありますが、０-14歳人口は減少傾向にあります。 

平成 27 年から平成 31 年の人口推移の傾向をもとに令和６年までの人口推計を行ったところ、０-14

歳人口は減少傾向を続けるものと試算され、平成 31 年の 1,269 人から、令和６年には 989 人と 280

人の減少となっています。 
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実績値 推計値

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

0歳 65人 71人 54人 78人 40人 51人 49人 46人 44人 42人

1歳 85人 67人 69人 63人 77人 42人 54人 52人 49人 47人

2歳 74人 85人 70人 70人 64人 79人 43人 56人 54人 51人

3歳 90人 78人 86人 73人 68人 66人 81人 45人 58人 56人

4歳 94人 89人 77人 86人 70人 67人 65人 79人 44人 56人

5歳 87人 90人 88人 76人 88人 69人 66人 64人 77人 43人

6歳 96人 88人 87人 91人 75人 88人 68人 65人 63人 77人

7歳 107人 94人 86人 88人 91人 74人 87人 67人 64人 62人

8歳 119人 106人 93人 87人 88人 91人 74人 87人 67人 64人

9歳 102人 117人 105人 94人 89人 88人 91人 74人 87人 67人

10歳 106人 103人 116人 103人 95人 89人 88人 91人 74人 87人

11歳 103人 106人 101人 118人 103人 95人 89人 88人 91人 74人

12歳 123人 103人 106人 99人 117人 102人 94人 88人 87人 90人

13歳 131人 121人 104人 104人 99人 116人 101人 93人 87人 86人

14歳 134人 131人 120人 104人 105人 99人 116人 101人 93人 87人

15歳 151人 132人 131人 117人 100人 103人 97人 114人 99人 91人

16歳 159人 149人 130人 132人 117人 99人 102人 96人 113人 98人

17歳 146人 157人 150人 130人 130人 117人 99人 102人 96人 113人

18歳未満人口 1,972人 1,887人 1,773人 1,713人 1,616人 1,535人 1,464人 1,408人 1,347人 1,291人

495人 480人 444人 446人 407人 374人 358人 342人 326人 295人

633人 614人 588人 581人 541人 525人 497人 472人 446人 431人

388人 355人
330人 307人

321人 317人 311人 282人 267人 263人

456人
438人

411人 379人
347人

319人 298人 312人 308人 302人

1,972人
1,887人

1,773人 1,713人
1,616人

1,535人
1,464人 1,408人 1,347人 1,291人

0人

500人

1,000人

1,500人

2,000人

2,500人

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

0-5歳 6-11歳 12-14歳 15-17歳

実績値 推計値

 

（２）18歳未満人口及び将来人口の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：住民基本台帳、各年３月末現在 

推計はコーホート変化率法による 
 

18歳未満人口は減少傾向にあり、今後も同様に減少していくものと推計されています。 

いずれの年齢層も減少傾向にありますが、平成 31 年の水準に比べた令和６年の推計値は、小学校児

童に相当する６-11 歳人口と中学校生徒に相当する 12-14 歳人口では８割台であるのに対して、就学

前児童に相当する０-５歳人口は７割台と、就学前児童の減少傾向の方が大きくなっています。 
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6.1%

7.5%

8.7%

12.6%

13.4%

12.9%

81.2%

79.1%

78.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

三種町（5,980世帯）

秋田県（387,392世帯）

全国（53,331,797世帯）

0-5歳の子どもがいる世帯 6-17歳の子どもがいる世帯 18歳未満の子どもがいない世帯

34.8%

51.4%

72.4%

0.5%

0.7%

1.0%

6.1%

7.9%

9.6%

57.7%

39.1%

16.2%

0.9%

0.9%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

三種町（1,122世帯）

秋田県（80,895世帯）

全国（11,471,850世帯）

父母と子どもの世帯 父子のみの世帯 母子のみの世帯 多世代同居世帯 その他世帯

 

（３）子どもがいる世帯の状況 

①18歳未満の子どもがいる世帯の割合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国勢調査（平成27年） 
 

本町の０-５歳の子どもがいる世帯の割合は6.1％で、全国平均の8.7％や秋田県平均の7.5％よりも

やや低い水準となっています。 

６-17 歳の子どもがいる世帯とあわせると、本町の 18 歳未満の子どもがいる世帯の割合は 18.8％で、

全国平均（21.5％）や県平均（20.9％）よりもやや低くなっています。 
 
 

②18歳未満の子どもがいる世帯の種類 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国勢調査（平成27年） 
 

18 歳未満の子どもがいる世帯の種類をみると、本町では 57.7％が多世代同居世帯（祖父母等との同

居）となっており、国や県の平均よりも高い割合を占めています。 

父子のみの世帯、母子のみの世帯をあわせたひとり親家庭は 6.7％で、秋田県の 8.6％や全国の

10.5％よりも低い水準となっています。また、父母と子どもの世帯も 34.8％と国の平均（72.4％）よりも

低い水準となっています。 
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41.5%

59.5%

81.4%

0.0%

0.2%

0.2%

2.7%

3.6%

4.5%

55.5%

36.4%

13.4%

0.3%

0.3%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

三種町（366世帯）

秋田県（28,871世帯）

全国（4,617,373世帯）

父母と子どもの世帯 父子のみの世帯 母子のみの世帯 多世代同居世帯 その他世帯

68人
73人

53人

77人

42人

0人

20人

40人

60人

80人

100人

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

 

③６歳未満の子どもがいる世帯の種類 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国勢調査（平成27年） 
 

６歳未満の子どもがいる世帯の種類をみると、本町では 55.5％が多世代同居世帯（祖父母等との同

居）となっており、国の平均（13.4％）や、秋田県の平均（36.4％）よりも高い水準となっています。 

父子のみの世帯はなく、母子のみの世帯というひとり親家庭は 2.7％で、国の平均（4.8％）や秋田県

の平均（3.8％）よりも割合は低くなっています。また、父母と子どもの世帯も 41.5％と国の平均

（81.4％）や秋田県の平均（59.5％）よりも低い水準となっています。 
 
 

（４）出生数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：町統計資料 
 

出生数はばらつきはあるものの、平成26年、27年、29年には 60人以上となっています。 
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15-

19歳

20-

24歳

25-

29歳

30-

34歳

35-

39歳

40-

44歳

45-

49歳

50-

54歳

55-

59歳

60-

64歳

65-

69歳

70-

74歳

75-

79歳

80-

84歳

85歳

以上

三種町（H27） 6.6% 74.6% 87.3% 84.5% 86.0% 89.3% 85.1% 87.5% 79.0% 60.4% 41.4% 25.0% 16.0% 5.5% 2.1%

三種町（H22） 6.5% 81.5% 82.7% 82.8% 83.8% 86.7% 83.4% 83.0% 73.0% 51.6% 30.5% 20.6% 9.3% 3.4% 1.2%

秋田県 9.8% 73.8% 85.9% 82.7% 82.4% 83.2% 82.9% 80.5% 73.7% 53.5% 33.2% 18.9% 10.3% 4.5% 1.6%

全国 14.7% 69.5% 81.4% 73.5% 72.7% 76.0% 77.9% 76.2% 69.4% 52.1% 33.8% 19.9% 11.6% 6.2% 2.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

三種町（H27） 三種町（H22） 秋田県 全国

 

（５）女性の労働力率の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国勢調査（平成27年、平成22年） 
 

女性の労働力率をみると、20 歳以降では、本町の場合 30-34 歳で 84.5％と若干低下した後に、

40-44歳で 89.3％とピークを迎え、50-54歳まで８割台で推移し、以降大きく減少していく M字カーブを

描いています。 

平成22年に比べると、20-24歳の労働力率は81.5％から 74.6％に低下していますが、25歳以上の

労働力率は上昇しています。 

秋田県や全国よりも全般的に労働力率は高くなっています。 
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439人

387人
396人 387人 388人

480人 470人

405人 385人 365人

0人

100人

200人

300人

400人

500人

600人
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教育利用-実績値 教育利用-計画値（確保策）

428人 408人
383人 371人 356人

500人 500人 500人 490人 470人

0人

100人

200人

300人

400人

500人

600人

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

保育利用-実績値 保育利用-計画値（確保策）

 

２．教育・保育事業の進捗状況 

（１）教育・保育事業の利用状況 
平成 31 年度の事業実績については、まだ年度途中のため、暫定値（もしくは空欄）となっています。 

 

①教育利用での利用状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：町統計資料 
 

特定教育・保育施設、確認を受けない幼稚園における教育利用の状況（３～５歳で１号認定もしくは

２号認定を受け、教育利用を希望する者）をみると、第１期計画における計画値15人に対して、実績値

は 10人程度となっており、おおむね計画値をやや下回る水準で推移しています。 
 
 

②保育利用での利用状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：町統計資料 
 

特定教育・保育施設、特定地域型保育事業における保育利用の状況（３～５歳で２号認定を受け、

保育利用を希望する者及び０～２歳で３号認定を受けた者）をみると、第１期計画における計画値は

平成27年度の 500人から、平成31年度470人へと減少していくものと見込んでいました。 

実績値も平成 27年度の 428 人から減少傾向となっていますが、計画値よりもやや低い水準で推移して

います。 
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

推計人口 234人 233人 227人 220人 214人

実績値 224人 223人 193人 211人 181人

計画値（確保策） 220人 220人 220人 220人 210人

実績値 165人 170人 149人 147人 136人

計画値（確保策） 94.0% 94.4% 96.9% 100.0% 98.1%

実績値 73.7% 76.2% 77.2% 69.7% 75.1%

満３歳未満児人口

量の見込み

３歳未満児の保育利用率

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

計画値（確保策） 15人 15人 15人 15人 15人

実績値 8人 13人 11人 9人 10人

達成率 53.3% 86.7% 73.3% 60.0% 66.7%

計画値（確保策） 500人 500人 500人 490人 470人

実績値 428人 408人 383人 371人 356人

達成率 85.6% 81.6% 76.6% 75.7% 75.7%

教育利用

保育利用

 

③０～２歳の保育利用状況 

 
 
 
 
 
 
 
 

資料：町統計資料 
 

０～２歳の保育利用の状況をみると、計画値では平成27年度の220人から平成31年度の210人

へとゆるやかに減少するものと見込んでいました。実績値は平成 28 年度の 170 人をピークに減少傾向にあ

り、平成27年度以降、計画値よりもやや低い水準で推移しています。 

３歳未満児の保育利用率（満３歳未満人口に占める利用者数の割合）は、計画では９割以上と見

込んでいましたが、おおむね７割台で推移しています。 
 
 

④教育・保育事業の進捗評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：町統計資料 
 

教育利用については第１期計画の計画値に対して実績値は５～８割台の達成率となっています。 

保育利用については、第１期計画の計画値に対して平成 30 年度までの実績値は７～８割台の達成

率となっています。 

教育利用は規模が小さいため、やや計画値に対する達成率が低くなっていますが、保育利用ともにおおむ

ね計画値に準じた利用実績と考えられます。年度による増減はあるもののともに全般的にはゆるやかな減少

傾向を示しているため、今後も利用実績に準じて微減していく利用傾向になるものと思われます。 
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0か所 0か所 0か所

0か所 0か所

0か所 0か所 0か所

1か所 1か所

0か所

1か所

2か所

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実績値 計画値（確保策）

5か所 5か所 5か所 5か所 5か所

5か所 5か所 5か所 5か所 5か所

0か所

2か所

4か所

6か所

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実績値 計画値（確保策）

156人 159人 154人 152人 151人

80人 80人 75人 75人 75人

0人

50人

100人

150人

200人

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実績値 計画値（確保策）

 

（２）法定事業の利用状況 
平成 31 年度の事業実績については、まだ年度途中のため、暫定値（もしくは空欄）となっています。 

 

①利用者支援事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：町統計資料 
 

利用者支援事業については計画では平成 30 年度から１か所を見込んでいましたが、現時点ではまだ実

施できていません。 
 
 

②時間外保育事業（延長保育） 

【利用量】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【箇所数】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：町統計資料 
 

時間外保育事業は計画値では 80～75人の利用を見込んでいましたが、利用実績は 150～159 人と

なっており、計画値の２倍程度の水準で推移しています。 

事業の提供箇所数は計画では５か所を見込んでおり、実績も計画値通りとなっています。 
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281人 241人 233人 238人 225人

240人 240人 240人 240人 240人

0人

100人

200人

300人

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実績値 計画値（確保策）
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50人 50人 50人
40人 40人

0人

50人

100人

150人

200人

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実績値 計画値（確保策）

7か所 7か所
6か所 6か所 6か所

7か所 7か所 7か所 7か所 7か所

0か所

2か所

4か所

6か所

8か所

10か所

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実績値 計画値（確保策）

 

③学童保育（放課後児童クラブ） 

【低学年】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【高学年】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【箇所数】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：町統計資料 
 

学童保育（放課後児童クラブ）の利用状況をみると、低学年は計画値では 240 人を見込んでおり、実

績はやや減少傾向にあるものの、おおむね計画値通りに推移しています。 

高学年は 50 人～40 人の利用を見込んでいましたが、利実績は計画値を大きく上回る水準で推移して

おり、利用も増加傾向となっています。 

実施箇所数については計画では７か所を見込んでいましたが、平成 29 年度以降は６か所となっていま

す。 

高学年は計画を上回る利用があったため、今後は利用実績に準じた利用量を見込んでいくことが必要と

思われます。 
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3か所 3か所 3か所 3か所 3か所

3か所 3か所 3か所 3か所 3か所

0か所

1か所

2か所

3か所

4か所

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実績値 計画値（確保策）

164人日 164人日 161人日 165人日

138人日

80人日 80人日 80人日 75人日 75人日

0人日

50人日

100人日

150人日

200人日

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実績値 計画値（確保策）

 

④子育て短期支援事業（ショートステイ） 

子育て短期支援事業については本町ではサービス提供を行わないこととしていました。 

今後は利用者のニーズやサービス提供事業者の確保など基盤整備の状況を見極めながらサービス提供の

有無を検討していきます。 
 
 

⑤地域子育て支援拠点事業 

【利用量】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【箇所数】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：町統計資料 
 

地域子育て支援拠点事業については 80人日～75人日の利用を見込んでいましたが、実績は 160人

日以上と計画値を大きく上回っています。 

事業の実施箇所数については計画値通り３か所で提供しています。 

今後は利用実績に準じて利用を見込んでいくことが必要と思われます。 
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5人日

9人日 11人日 9人日
8人日

10人日 10人日 10人日 10人日 10人日

0人日

5人日

10人日

15人日

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実績値 計画値（確保策）

1か所 1か所 1か所 1か所 1か所

1か所 1か所 1か所 1か所 1か所

0か所

1か所

2か所

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実績値 計画値（確保策）

 

⑥一時預かり事業（在園児対象） 

【利用量】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【箇所数】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：町統計資料 
 

幼稚園の在園児を対象とした一時預かり事業については10人日の利用を見込んでいましたが、平成29

年度の11人日をピークに減少傾向にあり、全般的に計画値をやや下回る水準となっています。 

箇所数について計画通り１か所となっています。 

規模が小さいため、計画値をやや下回る水準となっていますが、おおむね計画値に準じた利用実績となっ

ており、今後も同様の利用が見込まれます。 
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4か所 4か所 4か所 4か所 4か所

4か所 4か所 4か所 4か所 4か所

0か所

1か所

2か所

3か所

4か所

5か所

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実績値 計画値（確保策）

66人日

43人日 43人日

83人日
101人日

80人日 80人日 80人日

80人日 80人日

0人日

50人日

100人日

150人日

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実績値 計画値（確保策）

 

⑦一時預かり事業（幼稚園以外等） 

【利用量】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【箇所数】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：町統計資料 
 

幼稚園以外における一時預かり事業については、80 人日の利用を見込んでいましたが、利用実績は平

成31年度は里帰り出産の利用で計画を上回る利用実績となっているものの、全般的には計画値を下回る

利用となっています。 

実施箇所数については計画値通り４か所となっています。 

計画値よりも実績値はおおむね低い水準で推移していることから、今後は利用実績を踏まえた利用量を

見込んでいくことが必要と思われます。 
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0か所 0か所 0か所 0か所 1か所
0か所 0か所 0か所

1か所 1か所

0か所

1か所

2か所

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実績値 計画値（確保策）

 

⑧病児・病後児保育事業 

【利用量】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【箇所数】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：町統計資料 
 

実施箇所数は、平成31年度から１か所となっています。 

病児病後児保育は緊急時に必要な量を提供できるように態勢を整えておくことが必要なため、利用実績

にも考慮しつつ、必要量を提供できるように利用量を見込んでいくことが必要と思われます。 
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0人
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40人

60人

80人
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⑨子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター） 

子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター）については本町ではサービス提供を行わない

こととしていました。 

今後は利用者のニーズやサービス提供事業者の確保など基盤整備の状況を見極めながらサービス提供の

有無を検討していきます。 
 

⑩妊産婦健康診査事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：町統計資料 
 

妊産婦健康診査事業については 70人前後の利用を見込んでいましたが、平成29年度までは 100人

前後、平成30年度は76人と、やや減少傾向にあるものの、計画値を上回る水準で推移しています。 

利用実績は計画値よりも高いことから、今後は利用実績を踏まえた利用量を見込んでいくことが必要と思

われます。 
 

⑪乳児家庭全戸訪問事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：町統計資料 
 

乳児家庭全戸訪問事業については 70 人前後の利用を見込んでいましたが、利用実績は計画値をやや

下回る水準で推移しており、年度ごとに増減はあるもののおおむね減少傾向となっています。 

利用実績は計画値よりも低く、減少傾向にあることから、今後は利用実績を踏まえた利用量を見込んで

いくことが必要と思われます。 
 

⑫養育支援訪問事業 

養育支援訪問事業については本町ではサービス提供を行わないこととしていました。 

今後は利用者のニーズやサービス提供事業者の確保など基盤整備の状況を見極めながらサービス提供の

有無を検討していきます。   
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

計画値（確保策） 0か所 0か所 0か所 1か所 1か所

実績値 0か所 0か所 0か所 0か所 0か所

達成率 ー ー ー 0.0% 0.0%

計画値（確保策） 80人 80人 75人 75人 75人

実績値 156人 159人 154人 152人 151人

達成率 195.0% 198.8% 205.3% 202.7% 201.3%

計画値（確保策） 5か所 5か所 5か所 5か所 5か所

実績値 5か所 5か所 5か所 5か所 5か所

達成率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

計画値（確保策） 240人 240人 240人 240人 240人

実績値 281人 241人 233人 238人 225人

達成率 117.1% 100.4% 97.1% 99.2% 93.8%

計画値（確保策） 50人 50人 50人 40人 40人

実績値 100人 122人 131人 151人 144人

達成率 200.0% 244.0% 262.0% 377.5% 360.0%

計画値（確保策） 7か所 7か所 7か所 7か所 7か所

実績値 7か所 7か所 6か所 6か所 6か所

達成率 100.0% 100.0% 85.7% 85.7% 85.7%

計画値（確保策） 80人回 80人回 80人回 75人回 75人回

実績値 164人回 164人回 161人回 165人回 138人回

達成率 205.0% 205.0% 201.3% 220.0% 184.0%

計画値（確保策） 3か所 3か所 3か所 3か所 3か所

実績値 3か所 3か所 3か所 3か所 3か所

達成率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

計画値（確保策） 10人 10人 10人 10人 10人

実績値 5人 9人 11人 9人 8人

達成率 50.0% 90.0% 110.0% 90.0% 80.0%

計画値（確保策） 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所

実績値 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所

達成率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

計画値（確保策） 80人日 80人日 80人日 80人日 80人日

実績値 66人日 43人日 43人日 83人日 101人日

達成率 82.5% 53.8% 53.8% 103.8% 126.3%

計画値（確保策） 4か所 4か所 4か所 4か所 4か所

実績値 4か所 4か所 4か所 4か所 4か所

達成率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

計画値（確保策） 0人日 0人日 0人日 10人日 10人日

実績値 0人日 0人日 0人日 0人日 60人日

達成率 ー ー ー 0.0% 600.0%

計画値（確保策） 0か所 0か所 0か所 1か所 1か所

実績値 0か所 0か所 0か所 0か所 1か所

達成率 ー ー ー ー 100.0%

計画値（確保策） 75人 73人 72人 68人 67人

実績値 108人 95人 103人 76人 53人

達成率 144.0% 130.1% 143.1% 111.8% 79.1%

計画値（確保策） 75人 73人 72人 68人 67人

実績値 69人 56人 63人 47人 33人

達成率 92.0% 76.7% 87.5% 69.1% 49.3%

妊産婦健康診査事業

乳児家庭全戸訪問事業

一時預かり（幼稚園以外）

提供量

箇所数

病児・病後児保育事業

提供量

箇所数

地域子育て支援拠点事業

提供量

箇所数

幼稚園の在園児を対象とした

一時預かり事業

（預かり保育）

提供量

箇所数

時間外保育事業（延長保育）

提供量

箇所数

放課後児童健全育成事業

低学年

高学年

箇所数

利用者支援事業

 

⑬地域子ども・子育て支援事業（法定事業）の進捗評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：町統計資料 
 

地域子ども・子育て支援事業（法定事業）については計画値に準じた利用実績で推移している事業も

ありますが、期間を通じて計画値と利用実績が大きく乖離しているものや、直近で計画値との乖離が大きくな

っているものなどがあります。 

今後は個々の利用の利用実績、特に直近の利用実績の推移などを踏まえて、実情に即した利用量を見

込んでいくことが必要と思われます。   
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３．第１期計画の進捗状況 

（１）計画記載事業の実施状況 

現行計画においては、72 の事業・取り組みが掲載されており、そのうち５事業が現時点において未実施と

なっています。 

未実施の事業は以下の通りです。 
 

【子ども・子育て支援事業計画】 

２．地域子ども・子育て支援事業の推進 

2-1：通所系事業 

２）休日保育事業 

【事業概要】 

日曜、休日に保育をします。 
 

６）放課後子ども教室推進事業 

【事業概要】 

小学校の余裕教室等を活用して、地域の多様な方々の参画を得て、子どもたちとともに学習やス

ポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等の取り組みを実施します。 
 

2-4：その他の事業 

１）ファミリー・サポート・センター事業 

【事業概要】 

地域において、子どもの預かり等の援助を行いたい者と援助を受けたい者が連携し、自宅等で子

どもを預かります。 
 

【その他の子ども・子育て支援施策】 

基本目標１：子どもの心身の健やかな成長の支援 

1-1：心と体の健全育成の推進 

４）思春期教室の開催 

【事業概要】 

身体・精神面における発達の変化の大きい小学校高学年を対象に保健知識の普及啓発、健康

管理能力の育成を図ります。乳幼児とのふれあいを通して生命の大切さ、素晴らしさについて知り、

母性・父性意識の自覚を促します。 
 

基本目標４：子どもと子育て家庭の安全・安心な生活環境の確保 

4-1：子どもと子育て家庭の暮らしやすい環境の整備 

３）トイレの設備等の充実 

【事業概要】 

コミュニティ活動の創出を目的に整備された公園等について、利活用促進を図るためトイレを設置

し、適正な維持管理を行います。 
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休日保育事業、放課後子ども教室推進事業、ファミリー・サポート・センター事業については、１期計画に

おいて実施は予定しておらず、実施の必要性を検討することとしていましたが、現在のところ、事業実施に十

分なニーズが見込まれないことと、事業実施に必要な基盤整備が整っていないことから、引き続きニーズの見

極めを行っていくこととします。 

また、放課後子ども教室推進事業と思春期教室の開催については他の類似事業において代替できている

状況があるため、今後も他事業を通じて取り組んでいきます。 

トイレの設備等の充実については、公園等は、利用者も少なく、新設も難しいため、現状維持で対応して

いきます。 
 
 
 

（２）実施事業の進捗評価 

現行計画に記載されている事業のうち、現時点までに実施されている67の事業について、各事業の担当

課による自己評価を行ったところ、64 の事業はおおむね予定通り（以下の評価基準の１、２の評価）に

事業を行うことができたと評価されています。 
 

【自己評価の基準】 

１．100％（予定通り） 

２．80-100％（おおむね予定通り） 

３．60-80％（やや予定した内容に満たない） 

４．40-60％（予定の半分程度） 

５．40％未満（あまり進んでいない） 
 
 

残りの２事業については、「３．60-80％（やや予定した内容に満たない）」という評価になっています。 
 

【その他の子ども・子育て支援施策】 

基本目標２：子育て家庭をサポートする環境の整備 

2-1：子育て家庭への相談・情報提供の充実 

１）子育て支援の啓発活動の推進 

【事業概要】 

ホームページ、園だより、子育て支援センターだよりなどにより情報を提供しています。 
 

基本目標５：一人ひとりの特性に配慮したきめ細かい支援の充実 

5-1：障がい児を持つ家庭への支援 

２）自立支援協議会の充実 

【事業概要】 

相談事業をはじめとし、様々な問題の解決や支援体制づくりのため地域の関係機関がネットワー

クを構築し定期的な話し合いの場を設けています。 
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（３）第２期計画における取り組みの方向 

実施している 66事業の第２期計画における取り組み方向は以下の通りです。 
 

①拡大予定の事業 

【子ども・子育て支援事業計画】 

２．地域子ども・子育て支援事業の推進 

2-4：その他の事業 

２）妊産婦健康診査 

【事業概要】 

妊産婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦及び産婦に対する健康診査として、健康状態

の把握、保健指導等を実施するとともに、妊娠期から産後に至るまでの期間中、適宜必要に応

じた医学的検査を実施する事業です。 
 

【その他の子ども・子育て支援施策】 

基本目標２：子育て家庭をサポートする環境の整備 

2-2：母子健康づくりの推進 

３）予防接種事業 

【事業概要】 

発育とともに外出の機会が多くなり、感染症にかかる可能性も高くなることから、予防接種に関す

る情報を適切に提供し、予防接種を受けやすい体制づくりに努めます。 
 

基本目標５：一人ひとりの特性に配慮したきめ細かい支援の充実 

5-2：ひとり親家庭への支援 

１）ひとり親家庭医療費助成事業 

【事業概要】 

ひとり親家庭または、父母以外に養育されている児童（18歳に達する日以後の最初の３月31

日までの間にある児童）の心身の健康の保持と生活の安定を図るため、福祉医療費を助成しま

す。 
 
 

②継続予定の事業 

61事業についてはこれまで通り、今後も継続して取り組んでいきます。 
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③内容を改善して継続予定の事業 

【その他の子ども・子育て支援施策】 

基本目標２：子育て家庭をサポートする環境の整備 

2-3：子育て家庭の経済的負担の軽減 

１）すこやか子育て支援事業 

【事業概要】 

保育園・幼稚園に入園している児童の保育料等の助成を行い、子育てに関わる経済的負担の

軽減を図ります。（所得制限あり） 
 
 

④廃止予定の事業 

【その他の子ども・子育て支援施策】 

基本目標１：子どもの心身の健やかな成長の支援 

1-1：心と体の健全育成の推進 

２）児童館運営の充実 

【事業概要】 

地域児童の健全な遊びとその健康の増進を図ります。 
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４．子ども・子育て支援ニーズ調査結果のポイント 

（１）調査の概要 

①調査の目的 

子ども・子育て支援事業計画の改訂に向けた基礎資料とするため、就学前児童及び小学生児童の保護

者に対して、教育・保育事業の利用状況や今後の利用意向などについて本調査を実施しました。 
 

②調査の実施状況 

＜調査期間＞ 

平成30年12月 
 

＜調査方法＞ 
○就学前児童調査 

保育園での直接配布・回収。郵送による配布・回収。 
○小学生調査 

小学校での直接配布・回収。 
 

＜調査対象＞ 
○就学前児童調査 

就学前児童を持つ保護者：410人 
○小学生調査 

小学生児童を持つ保護者：460人 
 

＜回収状況＞ 
 

調査種別 発送数 有効回収数 有効回収率 

①就学前児童調査 410票 262票 63.9％ 

②小学生調査 460票 383票 83.3％ 
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56.1％ 4.6％ 15.3％

1.5％

9.9％

0.4％

12.2％

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=262件

フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答

76.0％

0.8％
0.4％

0.4％ 0.4％ 0.4％

21.8％

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=262件

フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答

 

（２）就学前調査結果のポイント 

①保護者の就労状況 

【母親】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【父親】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

母親の 56.1％、父親の 76.0％は「フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない」として

います。また母親では 15.3％が「パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない」と

しています。 
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84.7％ 9.2％ 6.1％

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=262件

利用している 利用していない 無回答

4.5％

1.4％

91.0％

5.4％

0.9％

0.0％

0.0％

0.0％

0.0％

0.0％

0.0％

0.0％

0.5％

0％ 50％ 100％

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育園

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

n=222件

 

②平日の定期的な教育・保育事業の利用 

■平日の定期的な教育・保育事業の利用状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平日の定期的な教育・保育事業の利用状況をみると、「利用している」が 84.7％、「利用していない」が

9.2％となっています。 
 
 

■利用している平日の定期的な教育・保育事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平日に定期的に利用している教育・保育事業は、「認可保育園」が 91.0％と回答者の大半を占めてい

ます。 
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51.8％

88.7％

6.8％

2.3％

0.9％

0.0％

0.5％

0.0％

0％ 50％ 100％

子どもの教育や発達のため

子育て（教育を含む）をしている方が現在就労している

子育て（教育を含む）をしている方が就労予定がある／求職中

である

子育て（教育を含む）をしている方が家族・親族などを介護して

いる

子育て（教育を含む）をしている方が病気や障害がある

子育て（教育を含む）をしている方が学生である

その他

無回答

n=222件

11.8％

5.3％

88.2％

9.5％

0.4％

0.4％

2.7％

0.4％

0.0％

1.5％

3.8％

1.9％

1.1％

0％ 50％ 100％

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育園

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

n=262件

 

■平日の定期的な教育・保育事業の利用理由 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平日に定期的に教育・保育事業を利用している理由としては、「子育て（教育を含む）をしている方が現

在就労している」が 88.7％、「子どもの教育や発達のため」が 51.8％となっています。 
 

■平日の定期的な教育・保育事業の利用希望 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平日に定期的に利用したい教育・保育事業としては、「認可保育園」が 88.2％でもっとも多くなっていま

す。 

他の事業の利用希望は１割を下回っています。 
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18.3％ 3.4％ 60.3％ 17.9％

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=262件

利用していないが、今後利用したい

すでに利用しているが、今後利用日数を増やしたい

新たに利用したり、利用日数を増やしたいとは思わない

無回答

31.3％ 26.0％ 42.0％ 0.8％

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=262件

利用する必要はない ほぼ毎週利用したい 月に１～２回は利用したい 無回答

74.4％ 1.5％ 22.9％ 1.1％

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=262件

利用する必要はない ほぼ毎週利用したい 月に１～２回は利用したい 無回答

 

③地域子育て支援拠点事業の利用意向 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地域子育て支援拠点事業の今後の利用意向は、60.3％が「新たに利用したり、利用日数を増やしたい

とは思わない」としています。 

「利用していないが、今後利用したい」は 18.3％となっています。 
 
 

④土曜・休日の定期的な教育・保育事業の利用希望 

【土曜】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

土曜の定期的な教育・保育事業の利用希望をみると、「利用する必要はない」（31.3％）が３割を超

えているものの、26.0％は「ほぼ毎週利用したい」、42.0％は「月に１～２回は利用したい」としており、土

曜の利用希望はあわせると６割を超えています。 
 

【日曜・祝日】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日曜・祝日の定期的な教育・保育事業の利用希望をみると、「利用する必要はない」が74.4％と７割以

上を占めています。「ほぼ毎週利用したい」（1.5％）、「月に１～２回は利用したい」（22.9％）をあわ

せると日曜・祝日の利用希望は２割台となっています。 
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40.3％ 57.0％ 2.7％

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=149件

できれば病児・病後児保育施設等を利用したい 利用したいとは思わない 無回答

49.4％

4.7％

15.3％

14.1％

25.9％

60.0％

20.0％

0.0％

0％ 50％ 100％

病児・病後児を他人に看てもらうのは不安

地域の事業の質に不安がある

地域の事業の利便性（立地や利用可能時間・日数など）がよく

ない

利用料がかかる・高い

利用料がわからない

親が仕事を休んで対応する

その他

無回答

n=85件

84.6％ 15.4％ 0.0％

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=13件

利用したい 利用する必要はない 無回答

 

⑤病児・病後児のための保育施設等の利用意向 

【利用意向】 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

病児・病後児保育施設等の利用については、57.0％は「利用したいと思わない」としています。 

「できれば病児・病後児保育施設等を利用したい」は 40.3％となっています。 
 

【利用したくない理由】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

病児・病後児のための保育施設等の利用意向で「利用したいとは思わない」と回答者の利用したくない理

由をみると、「親が仕事を休んで対応する」が 60.0％でもっとも多くなっています。 

ついで「病児・病後児を他人に看てもらうのは不安」が 49.4％と半数近くを占めています。 
 
 

⑥不定期の教育・保育事業の利用意向 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

不定期の教育・保育事業の利用意向みると、「利用したい」が 84.6％で「利用する必要はない」

（15.4％）よりも多くなっています。 
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15.8％

15.8％

19.3％

80.7％

1.8％

14.0％

0％ 50％ 100％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）

放課後児童クラブ〔学童保育〕

その他（公民館、公園など）

無回答

n=57件

31.6％

14.0％

33.3％

54.4％

5.3％

14.0％

0％ 20％ 40％ 60％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）

放課後児童クラブ〔学童保育〕

その他（公民館、公園など）

無回答

n=57件

 

⑦小学校就学後の放課後の過ごし方の希望 

【小学校低学年】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【小学校高学年】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５歳以上の子どもの小学生になってからの放課後の過ごし方の希望をみると、小学校低学年、高学年と

もに「放課後児童クラブ〔学童保育〕」への回答が多く、低学年では80.7％と８割を超えています。 

小学校高学年では「自宅」（31.6％）と「習い事」（33.3％）への回答も３割を占め、低学年よりも

回答の割合が高くなっています。 
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14.1％ 30.9％ 35.9％ 9.5％

4.2％

5.3％

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=262件

満足できる まあ満足できる どちらともいえない やや不満

不満 無回答

36.3％

26.7％

30.9％

47.7％

35.1％

37.4％

72.5％

26.0％

63.7％

29.4％

24.8％

24.0％

35.9％

20.6％

43.5％

0.4％

3.8％

0％ 50％ 100％

子育てに関する情報提供の充実

子育てに関する相談窓口の充実

妊娠・出産・乳幼児検診などの母子保健対策の充実

多様な保育サービスの充実

質の高い教育の提供

多様な体験機会の提供

遊び場の整備

子育て中の親が気軽に集うことができる場や機会の提供

子育てにかかる経済的負担の軽減

障がいのある子どもへの支援の充実

子どもへの虐待防止対策の充実

子どもの貧困対策の充実

子どもたちを犯罪や非行から守る体制の整備

家事や育児への男女共同参画の意識の醸成

仕事と子育ての両立に向けた企業等への啓発、連携

その他

無回答

n=262件

 

⑧町の取り組みについて 

■子ども・子育て支援の取り組みに対する総合的な満足度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

子ども・子育て支援の取り組みに対しては、「どちらともいえない」が 35.9％となっていますが、30.9％は「ま

あ満足できる」としており、「満足できる」（14.1％）とあわせると、45.0％が満足できるという肯定的な評価

をしています。 

「やや不満」と「不満」をあわせた不満という否定的な評価は13.7％となっています。 
 

■今後の子育て支援に期待すること 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

今後の子育て支援に期待することとしては、「遊び場の整備」が 72.5％でもっとも多く、ついで「子育てにか

かる経済的負担の軽減」が63.7％となっています。 
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取り組み①

取り組み②

取り組み③

取り組み④

取り組み⑤

取り組み⑥

取り組み⑦

取り組み⑧

取り組み⑨

取り組み⑩

4.00

4.05

4.10

4.15

4.20

4.25

4.30

4.35

4.40

4.45

4.50

4.55

4.60

4.65

4.70

4.75

3.00 3.20 3.40 3.60 3.80 4.00

重
要
度

満足度

 

■子ども・子育て支援に関する町の主な取り組みに対する満足度と重要度 

【満足度と重要度の関係】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

子ども・子育て支援に関する町の主な取り組みについて満足度と重要度を整理すると、重要度が高いにも

かかわらず、満足度が低い課題領域に該当するものは、以下の通りとなっています。 

⑨子どもと子育て家庭の安全・安心な生活環境の確保 

課題領域に該当する取り組みについては最優先で改善を図り、満足度を高めていくことが必要だと考えら

れます。 

また以下の取り組みについては重要度は高くはないものの、満足度が低いため、満足度の向上が求められ

ると考えられます。 

③仕事と生活の調和の促進 
⑥子どもの心身の健やかな成長の支援 
⑧地域の子育て力を強化する施策の充実 
⑩一人ひとりの特性に配慮したきめ細かい支援の充実   

○①満足度と②重要度について、各回答を上記のように得点化し、横軸に満足度の平均得点、縦軸に重要

度の平均得点を使用して、主要施策ごとの満足度と重要度の関係を整理したものが上記のプロット図です。 

【①満足度】 

満足＝5点、やや満足＝4点、どちらともいえない＝3点、やや不満＝2点、不満＝1点 

【②重要度】 

重要＝5点、やや重要＝4点、どちらともいえない＝3点、あまり重要ではない＝2点、重要ではない＝1点 

平均 

平
均 
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19.1％ 51.9％ 26.3％ 2.7％

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=262件

内容を含めて知っている 内容までは知らないが、聞いたことはある

知らない 無回答

8.0％ 82.4％

3.4％
3.1％

0.4％
2.7％

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=262件

無償化に関わらず幼稚園を利用したい 無償化に関わらず保育所を利用したい

無償化されるなら幼稚園を利用したい 無償化されるなら保育所を利用したい

無償化に関わらず利用するつもりはない 無回答

 

⑨幼児教育のあり方について 

■幼児教育・保育の無償化の認知状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

幼児教育・保育の無償化については、51.9％が「内容までは知らないが、聞いたことはある」としており、

「内容を含めて知っている」（19.1％）とあわせると、71.0％が無償化について認知しています。 
 
 

■幼児教育・保育の無償化が実施された場合の教育・保育事業の利用意向 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

幼児教育・保育の無償化が実施された場合の教育・保育事業の利用意向は、82.4％が「無償化に関

わらず保育所を利用したい」としています。 
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48.8％ 0.8％ 22.7％

0.3％

5.7％

0.0％

21.7％

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=383件

フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答

63.7％

0.3％ 0.5％ 0.0％

0.8％

0.3％ 34.5％

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=383件

フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答

 

（３）小学生調査結果のポイント 

①保護者の就労状況 

【母親】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【父親】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

母親の 48.8％、父親の 63.7％は「フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない」として

います。また母親では 22.7％が「パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない」と

しています。 
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50.9％

12.8％

32.6％

55.6％

4.2％

2.3％

0％ 20％ 40％ 60％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）

放課後児童クラブ〔学童保育〕

その他（公民館、公園など）

無回答

n=383件

ｎ

自宅 祖父母宅や

友人・知人

宅

習い事（ピア

ノ教室、サッ

カークラブ、学

習塾など）

放課後児童

クラブ〔学童

保育〕

その他（公

民館、公園

など）

無回答

全体 100.0％ 50.9％ 12.8％ 32.6％ 55.6％ 4.2％ 2.3％

383件 195件 49件 125件 213件 16件 9件

100.0％ 39.7％ 19.1％ 29.4％ 76.5％ 4.4％ 7.4％

68件 27件 13件 20件 52件 3件 5件

100.0％ 41.3％ 7.9％ 22.2％ 79.4％ 1.6％ 1.6％

63件 26件 5件 14件 50件 1件 1件

100.0％ 45.6％ 15.8％ 38.6％ 64.9％ 5.3％ 0.0％

57件 26件 9件 22件 37件 3件 0件

100.0％ 64.9％ 7.0％ 40.4％ 38.6％ 7.0％ 1.8％

57件 37件 4件 23件 22件 4件 1件

100.0％ 58.2％ 14.5％ 47.3％ 40.0％ 5.5％ 0.0％

55件 32件 8件 26件 22件 3件 0件

100.0％ 58.8％ 11.8％ 26.5％ 32.4％ 1.5％ 1.5％

68件 40件 8件 18件 22件 1件 1件

子どもの学年

1年生

2年生

3年生

4年生

5年生

6年生

 

②放課後の過ごし方の希望 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

小学生の放課後の過ごし方の希望をみると、「放課後児童クラブ〔学童保育〕」が 55.6％、「自宅」が

50.9％となっています。 
 
 

＜属性別にみた回答傾向＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

子どもの学年別にみると、「放課後児童クラブ〔学童保育〕」の利用意向は１～２年生では７割を超えて

いますが、４年生以降は４割前後と低くなっています。４年生以降では「自宅」を希望する回答が６割前

後を占めています。 
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18.5％

16.4％

14.9％

6.8％

31.3％

2.6％

9.9％

41.3％

32.6％

1.8％

7.6％

7.3％

6.0％

2.6％

30.8％

2.1％

4.4％

7.6％

2.6％

14.4％

3.7％

0％ 20％ 40％ 60％

病気・発育・発達に関すること

食事や栄養に関すること

しつけの方法がよくわからないこと

子どもとの接し方に自信がもてないこと

子どもとふれあう時間を十分にとれないこと

子育てに関する話し相手や相談相手がいないこと

子育てに時間をとられ、仕事や自分のやりたいことが十分にできな

いこと

子どもの教育・学力のこと

子どもの友だちづきあいに関すること

学校になじめないこと（不登校等）

子育てに関して、配偶者・パートナーの協力が少ないこと

子育てに関して、配偶者・パートナーと意見が合わないこと

自分の子育てについて、親族・近隣の人・職場など、周囲の目が

気になること

配偶者・パートナー以外に子育てを手伝ってくれる人がいないこと

子どもを叱りすぎているような気がすること

子どもに手をあげたり、世話をしなかったりすること

地域の子育て支援サービスの内容や利用方法がよくわからないこ

と

子どもの気持ちが理解できないこと

その他

特に悩んでいることはない

無回答

n=383件

 

③子育てに関する意識 

■子育てに関する悩み 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

子育てに関して悩んでいることとしては、「子どもの教育・学力のこと」が 41.3％でもっとも多く、その他に「子

どもの友だちづきあいに関すること」（32.6％）、「子どもとふれあう時間を十分にとれないこと」（31.3％）、

「子どもを叱りすぎているような気がすること」（30.8％）などへの回答が３割を超えています。 
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9.4％

45.2％

11.0％

26.4％

18.0％

31.6％

2.9％

2.3％

20.1％

4.2％

0％ 20％ 40％ 60％

子育ての相談や情報交換をしたい

子どもが悪いことや危険なことをしていたら注意してほしい

子どもと一緒に遊びやスポーツをしてほしい

子どもの参加できる活動やイベントを行ってほしい

緊急の際に子どもを預かってほしい

地域で子どもを見守り・育てるという気持ちをもってほしい

子育て中の人のサークルなどをつくってほしい

その他

特に求めることはない

無回答

n=383件

 
 

■子育てにおいて、地域に期待すること 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

子育てにおいて地域に求めることとしては、「子どもが悪いことや危険なことをしていたら注意してほしい」が

45.2％でもっとも多くなっています。 
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24.8％

15.1％

19.3％

31.3％

32.6％

32.9％

58.5％

14.4％

63.7％

25.1％

17.5％

23.5％

38.1％

18.3％

41.8％

0.8％

6.5％

0％ 50％ 100％

子育てに関する情報提供の充実

子育てに関する相談窓口の充実

妊娠・出産・乳幼児検診などの母子保健対策の充実

多様な保育サービスの充実

質の高い教育の提供

多様な体験機会の提供

遊び場の整備

子育て中の親が気軽に集うことができる場や機会の提供

子育てにかかる経済的負担の軽減

障がいのある子どもへの支援の充実

子どもへの虐待防止対策の充実

子どもの貧困対策の充実

子どもたちを犯罪や非行から守る体制の整備

家事や育児への男女共同参画の意識の醸成

仕事と子育ての両立に向けた企業等への啓発、連携

その他

無回答

n=383件

11.5％ 32.6％ 44.1％ 6.8％

2.1％

2.9％

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=383件

満足できる まあ満足できる どちらともいえない やや不満

不満 無回答

 

④町の取り組みについて 

■子ども・子育て支援の取り組みに対する総合的な満足度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

子ども・子育て支援の取り組みに対しては、「どちらともいえない」が 44.1％となっています。 

32.6％は「まあ満足できる」としており、「満足できる」（11.5％）とあわせると、44.1％が満足できるとい

う肯定的な評価をしています。 

「やや不満」（6.8％）、「不満」（2.1％）をあわせた不満という否定的な評価は 8.9％となっていま

す。 
 

■今後の子育て支援に期待すること 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

今後の子育て支援に期待することとしては、「子育てにかかる経済的負担の軽減」が63.7％でもっとも多く、

ついで「遊び場の整備」が 58.5％となっています。   
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取り組み① 取り組み②

取り組み③

取り組み④

取り組み⑤

取り組み⑥

取り組み⑦

取り組み⑧

取り組み⑨

取り組み⑩

3.95

4.00

4.05

4.10

4.15

4.20

4.25

4.30

4.35

4.40

4.45

3.10 3.20 3.30 3.40 3.50 3.60 3.70 3.80 3.90

重
要
度

満足度

 

■子ども・子育て支援に関する町の主な取り組みに対する満足度と重要度 

【満足度と重要度の関係】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

子ども・子育て支援に関する町の主な取り組みについて満足度と重要度を整理すると、重要度が高いにも

かかわらず、満足度が低い課題領域に該当するものは、以下の通りとなっています。 

⑨子どもと子育て家庭の安全・安心な生活環境の確保 
⑩一人ひとりの特性に配慮したきめ細かい支援の充実 

課題領域に該当する取り組みについては最優先で改善を図り、満足度を高めていくことが必要だと考えら

れます。 

また以下の取り組みについては重要度は高くはないものの、満足度が低いため、満足度の向上が求められ

ると考えられます。 

③仕事と生活の調和の促進 
④保育の質の向上 

 

○①満足度と②重要度について、各回答を上記のように得点化し、横軸に満足度の平均得点、縦軸に重要

度の平均得点を使用して、主要施策ごとの満足度と重要度の関係を整理したものが上記のプロット図です。 

【①満足度】 

満足＝5点、やや満足＝4点、どちらともいえない＝3点、やや不満＝2点、不満＝1点 

【②重要度】 

重要＝5点、やや重要＝4点、どちらともいえない＝3点、あまり重要ではない＝2点、重要ではない＝1点 

平均 

平
均 
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第３章 計画の方向性 

１．計画の基本理念 

「子ども・子育て支援制度」では、市町村は子ども・子育て支援の実施主体の役割を担い、地域のニーズ

に基づいて事業計画を策定し、質の高い幼児期の学校教育・保育及び地域の子ども・子育て支援事業の

提供を図ることが求められています。 
 

＜国の基本指針において掲げられた計画のポイント＞ 

◆「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指す 

◆一人一人の子どもの健やかな育ちを等しく保障する 

◆地域や社会が保護者に寄り添い、保護者が自己肯定感を持ちながら子どもと向き合える環境を整える 

◆幼児期の学校教育・保育、地域における多様な子ども・子育て支援の量的拡充と質的改善を図る 

◆各々が協働し、それぞれの役割を果たす 

 

そこで、本計画においては、子どもの最善の利益の実現、自助・共助・公助に基づく地域全体で子どもや

子育て家庭を支える社会の構築を目指し、三種町としての取り組みの方向性をわかりやすく示すものとして、

本計画における基本理念を以下のように設定します。 
 
 
 
 
 
 
 
 

２．基本目標 

「子ども・子育て支援制度」においては、以下の点を推進していくものとされています。 

質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供 

保育の量的拡大・確保、教育・保育の質的改善 

地域の子ども・子育て支援の充実 

 

また、「次世代育成支援対策推進法」が改正され、法律の有効期限が令和７年３月 31 日まで 10 年

間延長されていることから、第１期計画の内容を継承しつつ、「子ども・子育て支援新制度」において取り組

むべき内容を踏まえるとともに、次世代育成支援行動計画として取り組んできた子どもや子育て家庭に対す

る取り組みを内包したひとつの計画として推進していきます。 

そのため、計画の柱（基本目標）については、「子ども・子育て支援新制度」に基づく子ども・子育て支援

事業計画とそれ以外の子ども・子育て支援に関わる取り組みの内容をわかりやすくひとつの体系に整理して着

実な推進を図ります。 
 
 
 
 
 
 
 
  

すべての子どもの幸せの実現に向けて、 
地域のすべての人ができることを行い、 
子どもと子育て家庭を地域社会全体で支援していく 
まちづくりを推進していきます 

基本目標１：子ども・子育て支援事業の推進 

基本目標２：子どもの心身の健やかな成長の支援 

基本目標３：子育て家庭をサポートする環境の整備 

基本目標４：地域の子育て力を強化する施策の充実 

基本目標５：子どもと子育て家庭の安全・安心な生活環境の確保 

基本目標６：一人ひとりの特性に配慮したきめ細かい支援の充実 
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３．計画推進の考え方 

（１）子ども・子育て支援事業計画に対する考え方 

「子ども・子育て支援制度」で定められた「子ども・子育て支援事業計画」は、「教育・保育サービスの利用

量」を定める事業計画で、国は「幼児期の学校教育・保育・地域の子育て支援についての需給計画」と定

義しています。 

本計画の推進にあたっては、子ども・子育て支援法で規定される「子ども・子育て支援給付」や「地域子ど

も・子育て支援事業」の整備を図るとともに、子どもや子育て家庭に必要とされるサポートについて、子ども・子

育て家庭、地域社会と一緒になって取り組んでいきます。 
 

＜教育・保育提供区域について＞ 

子ども・子育て支援事業計画においては、「量の見込み」及び「確保の方策」の設定単位として、地域の

実情に応じて保護者や子どもが居宅より容易に移動することが可能な区域（「教育・保育提供区域」）を

設定するよう定められています。 

本町では、現在の教育・保育実施状況や施設の配置・整備状況などを勘案して、全町を一地区として教

育・保育提供区域に設定しました。 

なお、実際の基盤整備においては、全体的な整備目標の中で、地域の実情やニーズの変化など、地域性

に配慮して柔軟に取り組んでいくものとします。 
 

＜教育・保育の一体的提供の推進＞ 

幼児期の教育・保育が生涯にわたる人格形成の基礎を培う上で重要なものであり、特定教育・保育施

設の担う役割は大きいことを踏まえ、質の高い教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業が提供されるよ

う、各種研修会等に対して支援を行います。 

さらに、豊かな人間性や生きる力の基礎を培い、発達や学びの連続性を踏まえた幼児期の教育・保育を

推進するため、教育・保育施設及び地域型保育事業を行う者の相互の連携や、幼稚園及び保育園、小

学校等との連携に努めます。 
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＜産休・育休後の教育・保育施設等の円滑な利用の確保＞ 

保護者が産休・育休明けの希望する時期に、円滑に教育・保育施設や地域型保育事業を利用できるよ

う、休業中の保護者に対して情報提供を図るとともに、計画的に教育・保育施設や地域型保育事業を整

備していきます。 

特に、０歳児の保護者が保育園等への入所時期を考慮して育児休業の取得をためらったり、途中で切り

上げたりする状況があることから、育児休業期間満了時（原則として、児童が１歳に到達したとき）から教

育・保育施設等の利用を希望する保護者に対して、希望したときから質の高い保育を利用できるよう環境

整備を進めていきます。 
 

＜子どもに関する専門知識・技術を要する支援における県との連携＞ 

児童虐待防止対策の充実、母子家庭及び父子家庭の自立支援の推進、障がい児など特別な支援が

必要な子どもの施策の充実などについては、県が実施する施策との連携を図るとともに、関係機関との情報

共有や実施する施策との連携についても視野に入れて、子育て支援を展開していきます。 
 

＜職業生活と家庭生活の両立のための環境整備施策との連携＞ 

働いている人々の仕事と生活の調和を実現するための働き方の見直しを図るため、県や町内企業、労働

者や子育て支援などの関連団体、労働局等と連携をとりつつ、実情に応じた取り組み（労働者、事業主、

住民などへ向けた周知・啓発、仕事と子育ての両立のための基盤整備等）を推進します。 
 
 

（２）次世代育成支援行動計画の継承に対する考え方 

次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成される環境整備づくりを重点的に推進するために、第１

期計画ではそれまでの次世代育成支援行動計画の内容を継承し、すべての子どもと子育て家庭を対象とし、

子育ての意義について理解が深められ、子育てに伴う喜びが実感されるための各種の施策に取り組んできま

した。 

次世代育成支援対策推進法は、次世代育成支援に関わる取り組みを重点的に推進するための平成

26年度までの時限法でしたが、法改正に伴い、法律の有効期限が10年間延長（令和７年３月31日

まで）され、引き続き、次世代育成支援対策推進法に基づき、次世代育成支援に関わる総合的な施策に

継続して取り組むことが可能となっています。 

そこで、本町においては、子ども・子育て支援に関わる取り組みを総合的に推進していくため、子ども・子育

て支援法に基づく保育サービスや子育て支援事業等の推進と次世代育成支援対策推進法に基づく総合的

な子ども・子育て支援施策を引き続き一体的に推進していきます。 
 
  



 

48 

 

４．施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基本目標１：子ども・子育て支援事業の推進 

基本目標２：子どもの心身の健やかな成長の支援 

基本目標３：子育て家庭をサポートする環境の整備 

基本目標４：地域の子育て力を強化する施策の充実 

基本目標５：子どもと子育て家庭の安全・安心な生活環境の確保 

基本目標６：一人ひとりの特性に配慮したきめ細かい支援の充実 

1-1：幼児期の教育・保育事業の一体的な推進 
1-2：地域子ども・子育て支援事業の推進 
1）通所系事業 
2）訪問系事業 
3）相談支援 
4）その他の事業 

1-3：保育の質の向上 

2-1：心と体の健全育成の推進 
2-2：学校教育の推進 

6-1：障がい児を持つ家庭への支援 
6-2：ひとり親家庭への支援 

5-1：子どもと子育て家庭の暮らしやすい環境の整備 
5-2：子どもと子育て家庭の安全の確保 
5-3：児童虐待防止 

3-1：子育て家庭への相談・情報提供の充実 
3-2：母子健康づくりの推進 
3-3：子育て家庭の経済的負担の軽減 
3-4：仕事と生活の調和の促進 

4-1：地域の子育て力の強化 

すべての子どもの幸せの実現に向けて、地域のすべての人ができることを行い、 
子どもと子育て家庭を地域社会全体で支援していくまちづくりを推進していきます 
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第４章 施策の展開 

基本目標１：子ども・子育て支援事業の推進 

1-1：幼児期の教育・保育事業の一体的な推進 

①通常保育事業 

【事業概要】 

０歳児、産休明けの乳児から受け入れており、町内全保育園で実施しています。 

【取り組みの方向】 

保育士不足の状況があるため、保育士の確保に努め、０歳児の入園希望に応えていきます。 
 
 

②保育園における幼児教育の充実 

【事業概要】 

生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育の重要性から就学前の教育を行います。 

【取り組みの方向】 

保育士不足の状況があるため、保育士の確保に努めるとともに、様々な家庭環境の子ども・保護者への

支援を充実します。 
 
 

③幼稚園運営の推進 

【事業概要】 

満３歳から小学校就学前までの子どもを対象に、より良い環境の中で幼稚園教育要領に基づいた質の

高い就学前教育、人間として心豊かにたくましく生きる力、子どもの自発性を土台に「思考力」「創造性」を

育てます。 

【取り組みの方向】 

引き続き、豊かな人間性を育む幼稚園教育の振興を図ります。 
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1-2：地域子ども・子育て支援事業の推進 

1）通所系事業 

①延長保育事業 

【事業概要】 

八竜地域の３園、森岳・琴丘保育園では18時～19時までの１時間の延長保育を実施しています。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

②休日保育事業 

【事業概要】 

日曜、休日に保育を行う事業です。 

【取り組みの方向】 

現在のところ、まだ実施には至っていませんが、ニーズ調査の結果を踏まえ、事業の必要性等について検討

します。 
 
 

③一時保育事業 

【事業概要】 

保護者の疾病、育児疲れ、その他事情による在宅児を一時的に保育をします。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

④病児・病後児保育事業 

【事業概要】 

病気中でかつ急変が認められない児童で、保護者の労働等の理由により家庭で保育できない場合、一

時的に医療機関や保育園等で保育を行う事業です。 

【取り組みの方向】 

現在のところ、広域で実施しています。 
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⑤放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

【事業概要】 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に在学している児童に対し、授業終了後適切な遊び及

び生活の場を与えて、その健全な育成を図ります。 

小学校５年生以上も利用ができるように利用対象は拡大されています。 

【取り組みの方向】 

今後は施設の老朽化や狭さ等ハード面の改善、また支援員の質及び数の確保に関する改善が必要と考

えられ、引き続き、児童の利便性・安全性の確保に努めます。 
 
 
 

2）訪問系事業 

①乳児家庭全戸訪問事業 

【事業概要】 

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環境等の把

握を行う事業です。 

【取り組みの方向】 

親子の心身の状況や養育環境の把握に努めます。 
 
 
 

3）相談支援 

①子育て支援センター事業 

【事業概要】 

おひさま広場において、未就園児家庭を対象とした育児不安に対する面接、電話相談等の支援を実施

します。 

【取り組みの方向】 

気軽に相談できる場を提供し、育児の負担感や不安感の軽減を図ります。 
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4）その他の事業 

①ファミリー・サポート・センター事業 

【事業概要】 

地域において、子どもの預かり等の援助を行いたい者と援助を受けたい者が連携し、自宅等で子どもを預

かる事業です。 

【取り組みの方向】 

現在のところ、まだ実施には至っていませんが、ニーズ調査の結果を踏まえ、事業の必要性等について検討

します。 
 
 

②妊産婦健康診査 

【事業概要】 

妊産婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦及び産婦に対する健康診査として、健康状態の把握、

保健指導等を実施するとともに、妊娠期から産後に至るまでの期間中、適宜必要に応じた医学的検査を実

施する事業です。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 
 

1-3：保育の質の向上 

①保育士研修の充実 

【事業概要】 

町の保育関係職員、その他保育に関係する方に対しての研修を充実し、保育の質の向上を図ります。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

②保育施設の改修・整備事業 

【事業概要】 

施設改修・整備を行い保育環境の改善を図ることにより園児が、安全で快適な保育生活ができます。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
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基本目標２：子どもの心身の健やかな成長の支援 

2-1：心と体の健全育成の推進 

①三種町スポーツ少年団の活動支援 

【事業概要】 

現在のスポーツ少年団は複合団が１団体、単一団体が11団体で活動しています。 

【取り組みの方向】 

今後も継続してスポーツ少年団の育成支援に取り組んでいきますが、団員不足という状況もあるため、種

目によっては単一団の統合を検討していきます。 
 
 

②地域と学校が連携した体験活動の推進 

【事業概要】 

環境、福祉、国際理解、情報教育、勤労生産学習について体験活動を通し、各能力を高め育成しま

す。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 
 

2-2：学校教育の推進 

①学校環境の充実 

【事業概要】 

校舎、体育館、グラウンドなどを定期的に点検し安全な環境づくりに努めています。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

②体験学習の充実 

【事業概要】 

歴史や自然を探索して地域に親しむ自然探訪、高齢者施設での奉仕活動、集団行動を育む宿泊体験

等の体験学習を実施しています。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
  



 

54 

 

③学校の安全管理システムの充実 

【事業概要】 

町内の児童生徒を不審者等外部の危険から守るために学校、PTA、地域関係機関が一体となり取り組

んでいます。 

町内小中学校に防犯カメラを設置し、不審者対策を実施するとともに、地域住民（見守り隊等）との連

携により、児童生徒の登下校時の安全確保に努めています。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

④学校におけるスポーツ環境の充実 

【事業概要】 

ミニバスケットボールや野球等子どもたちのスポーツ活動が学校単位から地域のスポーツ少年団へ移行して

います。 

【取り組みの方向】 

子どもたちが安心してスポーツ活動に励めるよう、引き続き指導者の確保に努めます。 
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基本目標３：子育て家庭をサポートする環境の整備 

3-1：子育て家庭への相談・情報提供の充実 

①子育て支援の啓発活動の推進 

【事業概要】 

ホームページ、園だより、子育て支援センターだよりなどにより情報を提供しています。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

②子育て支援交流事業（空き教室や公共施設利用） 

【事業概要】 

各地域の子育て支援センターにおいて、公民館等を利用し、交流の場を提供します。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

③相談事業 

【事業概要】 

家庭における様々な悩みや子育てに関する悩み相談について保育園等の行政機関での相談事業を実

施します。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

④保育園・幼稚園の園庭等の開放 

【事業概要】 

園庭等を開放し、遊びや親子のふれあいなど保育園・幼稚園と地域の交流を図ります。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

⑤健康相談・育児学級の推進 

【事業概要】 

保健師・助産師・栄養士など他職種が協同し、育児に携わる親の孤立防止や育児不安等を解消するた

め育児支援を行います。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
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3-2：母子健康づくりの推進 

①母子健康手帳の交付事業 

【事業概要】 

妊娠の届出をした者に対して、母子健康手帳を交付します。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

②乳幼児健康診査事業 

【事業概要】 

目的・発育段階に応じた適切な保健指導を行うとともに、育児不安等を解消するため育児支援を行いま

す。 

未受診児に対しては、家庭訪問や保育園訪問することで状況確認を行っています。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

③予防接種事業 

【事業概要】 

発育とともに外出の機会が多くなり、感染症にかかる可能性も高くなることから、予防接種に関する情報を

適切に提供し、予防接種を受けやすい体制づくりに努めます。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

④むし歯予防指導事業 

【事業概要】 

幼児期のむし歯の罹患率を減少させ、生涯を通した歯科保健意識の向上を目指します。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

⑤食育の推進 

【事業概要】 

毎日、主食・主菜・副菜のバランスのよい食事を摂ることや、１日３度の食事がおいしく食べられるように、

おやつの時間を決めるなど、家庭でできることから推進します。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
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⑥赤ちゃん誕生応援事業（不妊治療費助成事業） 

【事業概要】 

子どもを望む夫婦にとって、高額な不妊治療費は大きな負担となるため、治療に対する経済的負担軽減

により、安心して治療できるよう治療費の一部を助成します。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 
 

3-3：子育て家庭の経済的負担の軽減 

①すこやか子育て支援事業 

【事業概要】 

保育園・幼稚園に入園している児童の保育料等の助成を行い、子育てに関わる経済的負担の軽減を図

ります。（所得制限あり） 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

②児童手当給付事業 

【事業概要】 

中学校修了前までの児童を養育する方に手当を支給します。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

③就学援助事業 

【事業概要】 

保護者の経済的負担を軽減するため、学用品費等を援助し児童生徒の健全な教育の普及奨励を勧め

ます。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

④小中学校入学等援助事業 

【事業概要】 

小学校新入学時にランドセルの配布、小学校３年生への自転車用ヘルメットの配布、中学校入学時の

自転車用ヘルメットの配布をしています。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。   
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⑤赤ちゃん誕生祝金支給事業 

【事業概要】 

健康で豊かなまちづくりに資するため、第２子以降の子を出産した方、またはその配偶者へ誕生祝金を支

給します。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

⑥子ども医療費助成事業 

【事業概要】 

子ども（乳幼児から高校生まで）の心身の健康の保持と生活の安定を図るため、福祉医療費を助成し

ます。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

⑦保育料減免制度の充実 

【事業概要】 

同一世帯から２人以上の園児を入園させている場合は、１人以上について保育料を減免します。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

⑧未熟児養育医療費助成事業 

【事業概要】 

からだの発育が十分でないまま生まれたため、入院を必要とする乳児に対して、その治療に必要な入院費

用（医療費、食事療養費含む）の一部を公費で負担します。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
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3-4：仕事と生活の調和の促進 

①子育てしやすい就業環境づくりの促進 

【事業概要】 

家庭生活と職業生活の両立に向けた企業及び労働者の意識改革を促進します。 

【取り組みの方向】 

これまで具体的取り組みはありませんでしたが、ワークライフバランスを提唱するなど、今後も子育て環境整

備に努めていきます。 
 
 

②男女共同参画啓発の促進 

【事業概要】 

男女共同参画に関する情報提供を行うとともに、パンフレット等による啓発活動を推進します。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
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基本目標４：地域の子育て力を強化する施策の充実 

4-1：地域の子育て力の強化 

①地域における子育て支援サービスのネットワークづくりの推進 

【事業概要】 

行政・家庭・保育園・幼稚園・学校・企業・地域の関係団体などが連携、情報を共有化し、一体となった

総合的な子育て支援を推進するネットワークの構築に取り組みます。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

②子育てボランティア及びサポーターの活動支援 

【事業概要】 

地域の民生児童委員・主任児童委員、子育てサポーターなど身近にいる子育て経験豊富な人々が相談

や子育て活動の支援を行います。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

③青少年の総合的な育成体制づくりの推進 

【事業概要】 

青少年育成団体への連携・支援を行います。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

④青少年育成三種町民会議の活動支援 

【事業概要】 

青少年の健全育成のため会員が団結し活動する事業です。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

⑤民生児童委員・主任児童委員の活動支援 

【事業概要】 

子どもが地域でいきいき育むため行政機関等と連携をとりながら児童健全育成等について支援を行いま

す。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
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⑥高齢者との交流活動の推進 

【事業概要】 

保育園、幼稚園では老人クラブとの交流の機会を設けています。年数回、季節的な行事に招待し交流を

図っています。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

⑦生涯にわたる健康教育の推進 

【事業概要】 

健康で充実した生活が送れるよう町民体育館等の有効活用を図ります。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

⑧保育園・幼稚園における職場体験等の実施 

【事業概要】 

小中高校生による職場体験や保育士を目指す実習生を積極的に受け入れます。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
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基本目標５：子どもと子育て家庭の安全・安心な生活環境の確保 

5-1：子どもと子育て家庭の暮らしやすい環境の整備 

①公園の整備及び管理 

【事業概要】 

公園の整備や老朽化に伴った遊具の撤去・補修を行い、充実を図ります。 

【取り組みの方向】 

親子が安心して利用できる公園等の整備を検討します。 
 
 

②歩道等の整備 

【事業概要】 

道路整備等により歩行者、自転車の安全対策を図ります。 

【取り組みの方向】 

引き続き、地域の実情や関係機関からの要望を勘案して、新規歩道等の設置、維持・修繕等を実施し

ます。 
 
 

③トイレの設備等の充実 

【事業概要】 

コミュニティ活動の創出を目的に整備された公園等について、利活用促進を図るためトイレを設置し、適正

な維持管理を行います。 

【取り組みの方向】 

人口減等により新設は難しいため、現状設備を引き続き安心して利用できるように、維持管理に努めてい

きます。 
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5-2：子どもと子育て家庭の安全の確保 

①防犯対策の推進 

【事業概要】 

地域における防犯パトロール活動の促進・防犯意識の高揚を図ります。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

②街灯・防犯灯の整備及び管理 

【事業概要】 

夜間の犯罪防止と交通安全を図り、安全で安心なまちづくりを推進します。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

③交通安全教室の開催 

【事業概要】 

子どもを交通事故から守るための活動を推進します。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

④交通安全施設の整備 

【事業概要】 

交通事故の防止と交通の安全・円滑を図ります。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
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5-3：児童虐待防止 

①子どもの人権に関する啓発の推進 

【事業概要】 

子どもが生命と人権を尊重され、健やかに成長する環境づくりの重要性とともに子どもの意見が反映される

社会づくりの大切さについて意識啓発を行います。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

②いじめ、少年非行、不登校に対応する専門相談体制の推進 

【事業概要】 

山本公民館にあすなろ教室を設置しています。心理的な理由により登校できない状態にある児童・生徒

に対して、個に応じた学習活動を進めながら、心の安定を図り、早い時期の学校復帰を援助します。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

③児童虐待防止の促進 

【事業概要】 

要保護児童対策地域協議会を設置し、虐待の恐れがある子どものケース会議を開き、必要な場合は迅

速に保護及び支援を行います。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
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基本目標６：一人ひとりの特性に配慮したきめ細かい支援の充実 

6-1：障がい児を持つ家庭への支援 

①学校生活サポート事業の推進 

【事業概要】 

障がい等により特別な教育的支援を要する児童生徒に対し、学校生活の支援を目的として特別支援教

育支援員を配置します。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

②自立支援協議会の充実 

【事業概要】 

相談事業をはじめとし、様々な問題の解決や支援体制づくりのため、地域の関係機関がネットワークを構

築し定期的な話し合いの場を設けています。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

③障がい児福祉手当給付事業 

【事業概要】 

在宅重度心身障がい児で、日常生活において常時介護を要する方に手当を支給します。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

④障がい児保育事業 

【事業概要】 

町内全保育園において、障がい児の受け入れ体制を確保しています。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
  



 

66 

 

⑤特別支援学級就学相談の推進 

【事業概要】 

心身に障がいを持つ児童生徒の障がいの内容を審査し適切な就学に結びつけます。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

⑥特別児童扶養手当給付事業 

【事業概要】 

障がいを持つ子どもを監護する父、母または、父母に代わってその児童を養育している方に手当を支給し

ます。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 
 

6-2：ひとり親家庭への支援 

①ひとり親家庭医療費助成事業 

【事業概要】 

ひとり親家庭または、父母以外に養育されている児童（18 歳に達する日以後の最初の３月 31 日まで

の間にある児童）の心身の健康の保持と生活の安定を図るため、福祉医療費を助成します。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

②ひとり親家庭児童保育料助成事業 

【事業概要】 

ひとり親家庭の保育料を助成します。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

③ひとり親家庭等住宅整備資金貸付事業 

【事業概要】 

ひとり親家庭の父または、母の住宅補修や増改築に必要な整備資金を貸付します。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
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④児童扶養手当給付事業 

【事業概要】 

18 歳までの児童を扶養しているひとり親家庭の父または母、父母に代わってその児童を養育している方に

手当を支給します。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
 
 

⑤母子寡婦福祉資金貸付事業 

【事業概要】 

ひとり親家庭の父または母及び寡婦の経済的自立と生活の安定、子どもの福祉の向上を図るためを修学、

就学支度資金等を貸付します。 

【取り組みの方向】 

今後も継続して取り組んでいきます。 
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第５章 子ども・子育て支援事業の確保の方策 

１．教育・保育の量の見込み及び提供体制の確保の方策 

（１）本町で想定する教育・保育の量の見込み 
      2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

      令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

１号 3～5歳 教育 9人 10人 9人 9人 8人 

２号 3～5歳 教育           

    保育 192人 202人 178人 169人 145人 

３号 0歳 保育 43人 41人 39人 36人 34人 

  1・2歳 保育 116人 92人 102人 98人 93人 

 

本町では、ニーズ調査（アンケート調査）での利用意向や、各事業のこれまでの利用実績や利用傾

向を踏まえ、本計画期間における教育・保育の見込み量について、上記のように想定しました。 
 
 
 

（２）教育・保育の確保の方策 

①教育利用に対する確保策 

■１号認定（３～５歳）・教育利用に対する確保策 

１号 3～5歳 教育 
2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

見込み量 9人 10人 9人 9人 8人 

確保策 特定教育・保育施設 
提供量 15人 15人 15人 15人 15人 

箇所数 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所 

 

【提供体制確保の考え方】 

出生数が減少傾向にあるため、現在１園ある幼稚園の入所定員を維持していくことで提供量を確保

していきます。 
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②保育利用に対する確保策 

■２号認定（３～５歳）・保育利用に対する確保策 

２号 3～5歳 保育 
2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

見込み量 192人 202人 178人 169人 145人 

確保策 特定教育・保育施設 
提供量 229人 229人 219人 199人 185人 

箇所数 5か所 5か所 5か所 5か所 5か所 

 

【提供体制確保の考え方】 

令和元年10月に施行された幼児教育・保育の無償化政策及び核家族化、共働き世帯の増加によ

り利用率は高まると予想されますが、同時に出生数は減少傾向にあるため、現在５園ある保育園の入

所定員を維持していくことで提供量を確保していきます。 
 
 

■３号認定（０歳）・保育利用に対する確保策 

３号 0歳 保育 
2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

見込み量 43人 41人 39人 36人 34人 

確保策 

特定教育・保育施設 
提供量 45人 45人 45人 45人 45人 

箇所数 5か所 5か所 5か所 5か所 5か所 

地域型保育 
提供量 3人 3人 3人 3人 3人 

箇所数 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所 

 

【提供体制確保の考え方】 

核家族化、共働き世帯の増加により育児休暇終了とともに保育を希望する利用者が多く、現在５園

ある保育園、小規模保育事業１園の入所定員を維持していくことで提供量を確保していきます。 
 
 

■３号認定（１・２歳）・保育利用に対する確保策 

３号 1・2歳 保育 
2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

見込み量 116人 92人 102人 98人 93人 

確保策 

特定教育・保育施設 
提供量 116人 116人 116人 116人 116人 

箇所数 5か所 5か所 5か所 5か所 5か所 

地域型保育 
提供量 9人 9人 9人 9人 9人 

箇所数 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所 

 

【提供体制確保の考え方】 

核家族化、共働き世帯の増加により利用率は高まると予想されるが、同時に出生数は減少傾向にあ

るため、現在５保育園、小規模事業１園の入所定員を維持していくことで提供量を確保していきます。 
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２．地域子ども・子育て支援事業の量の見込み及び提供体制の確保の方策 

①利用者支援事業 

【提供体制確保の考え方】 

本町においては現在のところ当該事業の実施は見込んでいません。 
 

②地域子育て支援拠点事業 

    2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

    令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

  見込み量 1,968人日 1,968人日 1,968人日 1,968人日 1,968人日 

  確保策（提供量） 1,968人日 1,968人日 1,968人日 1,968人日 1,968人日 

  箇所数 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所 

 

【提供体制確保の考え方】 

子育て支援センターを拠点として乳幼児及びその保護者の交流の場を提供しています。 

令和２年度からは１か所で事業を行います。 
 

③妊産婦健康診査 

    2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

    令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

  見込み量 75人回 74人回 70人回 69人回 67人回 

  確保策（提供量） 75人回 74人回 70人回 69人回 67人回 

 

【提供体制確保の考え方】 

妊産婦の健康維持のために必要な健康診査受診票を発行していきます。 
 

④乳児家庭全戸訪問事業 

    2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

    令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

  見込み量 51人回 49人回 46人回 44人回 42人回 

  確保策（提供量） 51人回 49人回 46人回 44人回 42人回 

  訪問スタッフ数 8人 8人 8人 8人 8人 

 

【提供体制確保の考え方】 

保健師等が生後４か月までの乳児のいる家庭を訪問し、予防接種や心身状況の把握できる体制を

整えていきます。 
 

⑤養育支援訪問事業 

【提供体制確保の考え方】 

本町においては現在のところ当該事業の実施は見込んでいません。 
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⑥子育て短期支援事業 

【提供体制確保の考え方】 

本町においては現在のところ当該事業の実施は見込んでいません。 
 

⑦ファミリー・サポート・センター事業 

【提供体制確保の考え方】 

本町においては現在のところ当該事業の実施は見込んでいません。 
 

⑧一時預かり事業 

    2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

    令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

幼稚園における 

在園児を対象とした 

一時預かり 

（預かり保育） 

見込み量 1,960人日 1,960人日 1,960人日 1,960人日 1,960人日 

確保策（提供量） 1,960人日 1,960人日 1,960人日 1,960人日 1,960人日 

箇所数 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所 

上記以外 

見込み量 80人日 80人日 70人日 70人日 70人日 

確保策（提供量） 80人日 80人日 70人日 70人日 70人日 

箇所数 4か所 4か所 4か所 4か所 4か所 

 

【提供体制確保の考え方】 

里帰り出産にも対応し、保育園４園で提供量を確保していきます。 
 

⑨延長保育事業 

    2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

    令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

  見込み量 140人日 135人日 131人日 127人日 123人日 

  確保策（提供量） 140人日 135人日 131人日 127人日 123人日 

  箇所数 5か所 5か所 5か所 5か所 5か所 

 

【提供体制確保の考え方】 

保育園４園、小規模事業１園でサービスを提供していきます。 
 

⑩病児保育事業（病児対応型・病後児対応型・体調不良児対応型・訪問型） 

    2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

    令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

  見込み量 60人日 60人日 60人日 60人日 60人日 

  確保策（提供量） 60人日 60人日 60人日 60人日 60人日 

  箇所数 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所 

 

【提供体制確保の考え方】 

事業の周知及び利用手続きの簡素化等の利用しやすい環境をつくることで、利用者の増加を図って

いきます。 
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⑪放課後児童クラブ 

    2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

    令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

低学年 
見込み量 228人 206人 197人 174人 182人 

確保策（提供量） 230人 230人 200人 200人 200人 

高学年 
見込み量 168人 166人 156人 155人 141人 

確保策（提供量） 170人 170人 160人 160人 160人 

計 

見込み量 396人 372人 353人 329人 323人 

確保策（提供量） 400人 400人 360人 360人 360人 

箇所数 6か所 6か所 5か所 5か所 5か所 

 

【提供体制確保の考え方】 

核家族化や、共働き世帯の増加により利用率は高まると予想されますが、同時に対象児童数は減少

傾向にあるため、令和４年度から５か所での開催で継続していきます。 
 

⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業 

【提供体制確保の考え方】 

当面実施の予定はありませんが、事業の実施について検討していきます。 
 

⑬多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

【提供体制確保の考え方】 

当面実施の予定はありませんが、事業の実施について検討していきます。 
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第６章 計画の推進体制 

１．計画の推進体制 

（１）子ども・子育て会議による進捗評価 

本計画の実現に向けて、計画の進捗状況を子ども・子育て会議において把握し、毎年度点検・評価を実

施していきます。 

子ども・子育て会議では、計画内容と実際の認定状況や利用状況、整備状況などを点検・評価し、乖離

がある場合には都度修正を行っていきます。また、大きな修正・変更が必要になった場合は、計画の中間年

を目安として計画の見直しを行います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）庁内における進捗評価の体制 

本計画に関わる事業は多岐にわたっているため、様々な分野において適切な取り組みを実施していくこと

が必要となります。 

そこで、本計画については行政が一体となって子ども・子育て支援を推進する計画として位置づけ、計画の

進行管理については、関係各課などとの幅広い連携を図り、計画の進捗評価のための庁内プロジェクト会議

を開催します。 
 

■ 庁内横断的なプロジェクト会議による進行管理 
 

（３）関係機関等との連携・協働 

質の高い教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業を実施するためには、教育・保育施設、地域型保

育事業を行う事業者等が相互に連携し、協働しながら地域の実情に応じた取り組みを進めていく必要があり

ます。 

また、妊娠・出産期からの切れ目ない支援を行うとともに、地域の子育て支援機能の維持及び確保等を

図るため、子ども・子育て支援を行う者同士相互の密接な連携が必要です。 

三種町がこれらの関係機関に積極的に関与することで、円滑な連携が可能となるよう取り組んでいきま

す。 
 

（４）計画の周知 

本計画は、子育てに関わる関係者をはじめ、多くの住民の理解・協力が重要であることから、本町が活用

している様々な媒体を通して、広く住民に知らせていきます。 

また、子ども・子育て支援の新制度についてわかりやすく知らせていくことが、各種サービスの活用につながり、

充実した子育てに結びつくと考えられるため、利用者の視点での情報提供に努めていきます。   

子ども・子育て会議の役割 
 

①教育・保育施設や地域型保育事業に関する町の｢利用定員｣の設定について意見
を述べること。 

②町の「子ども・子育て支援事業計画」の策定または変更について意見を述べること。 

③町の子ども・子育て支援に関する施策の推進に関して、必要な事項や実施状況を
調査審議すること。 
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２．進捗評価の仕組み 

本計画は、非常に具体的な事業から比較的抽象的で「構想」に近いものまで、様々な施策を内包してい

ます。 

また、子どもと子育て家庭、地域の様々な人々が、子どもの成長や子どもを取り巻く環境の変化に応じて

発生する日々の課題に対応していくための計画であるため、計画自体が実際の状況に応じて柔軟に対応し

ていくべきだと考えられます。 

したがって、計画自体をより実効性のあるものにするためにも、また、計画の実施がその目的に照らして効

果的であるかどうか等を検証するためにも、定期的に進捗を評価し、計画の見直しをしていくことが不可欠と

なります。 

そこで、庁内のプロジェクト会議において、子ども・子育てに関わる事業の実績について取りまとめ、事業の

実施状況、事業実施に伴う諸課題などの整理を行い、プロジェクト会議における課題整理を踏まえ、子ども・

子育て会議において、計画の評価、見直しを検討していくこととします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Plan（立案） 
具体的な施策、取り組みの設定 

Do（実行） 
様々な資源を有効に活用した各主
体における事業の実施 

Check（評価） 
進行管理による検証と評価、各年
度の目標達成状況の評価 

Action（見直し） 
住民の目からみた目標、具体的な
取り組みの見直し 

庁内関係各課による、計画の進行管理、事業課題の確認・

共有、計画運用上の対策の検討など 

子ども・子育て会議 

事務局 

庁内プロジェクト会議 
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資料編 

１．三種町子ども・子育て会議条例 

 

平成 25年 9月 26日 

条例第 29号 
 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成 24年法律第 65号。以下「法」という。）第 77条第１項

の規定に基づき、三種町子ども・子育て会議（以下「子育て会議」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 子育て会議は、次に掲げる事務を処理する。 

（１） 法第 77条第１項各号に規定する事項を処理すること。 

（２） 前号に掲げるもののほか、本町の子ども・子育て支援施策に関し、町長が必要と認め

る事項について調査審議すること。 

（組織等） 

第３条 子育て会議は、委員 20人以内をもって組織し、次に掲げる者のうちから町長が委嘱す

る。 

（１） 子どもの保護者 

（２） 子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

（３） 子ども・子育て支援に関し学識経験のある者 

（４） その他町長が必要と認める者 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任

者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第４条 子育て会議に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選によって定める。 

３ 会長は、子育て会議を代表し、会務を総理し、会議の議長となる。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 子育て会議の会議は、会長が招集する。ただし、会長及び副会長が選出されていない場

合は、町長が行う。 

２ 子育て会議は、委員の過半数以上が出席しなければ当該議事に関する会議を開くことができ

ない。 

３ 子育て会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長が決すると

ころによる。 

（関係者の出席等） 

第６条 会長は、必要と認めるときは、関係者の出席を求めてその意見を聴き、又は関係者から

必要な資料の提出を求めることができる。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、子ども・子育て会議に関し必要な事項は、会長が子ども・

子育て会議に諮って定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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２．三種町子ども・子育て会議委員名簿 

○委員名簿 

Ｎｏ． 氏 名 所属等 備 考 

1 見 上   岳 也 八竜幼稚園園長   

2 篠 田   健 三 三種町民生児童委員協議会会長   

3 伊 藤  麻 由 子 鵜川保育園園長   

4 西 村   優 子 浜口保育園園長   

5 見 上   雅 子 八竜保育園園長   

6 泉    昌 子 園児保護者（八竜地域）   

7 児 玉   智 也 園児保護者（琴丘地域）   

8 三 浦   耕 生 園児保護者（山本地域）   

9 畠 山   広 栄 三種町教育委員会教育次長   

10 大 村   恵 子 琴丘保育園園長   

11 佐 々 木   雅 子 下岩川保育園園長   

12 栗 山   浩 子 森岳保育園園長   

13 笹 村   直 子 金岡保育園園長   

14 津 谷   実 希 三種町保健センター保健師   

 

○事務局 

Ｎｏ． 氏 名 所属等 備 考 

1 加 賀 谷  司 福祉課課長   

2 清 水   真 福祉課課長補佐   

3 加 藤  竜 子 福祉課子育て支援係係長   

4 渡 辺  祐 紀 福祉課子育て支援係主席主査   
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